
君主力自由化のもとで相対的に不利となる原発に対する「事業環境整備」の議論が新たな局面を迎

えています。

2016年 9月以降、原発の廃炉費用の一部、および福島第一原発事故の事故処理・賠償費用の一

部を「託送料金｜のしくみを利用して回収できるようにする議論が、 12月中旬にも取りまとめ

られようとしています。

原発事故の責任追及、原子力政策の国民的議論なく、国会での議論もなく、拙速に決めてしまう

ことに対し、多くの市民・消費者、新電力会社、国会議員、専門家から異議が上がっています。

そとでこのたび、国会議員や専門家、消費者団体、環境団体などの共同により、院内集会と資源

エネルギー庁ヒアリングを開催します。

「原発コスト転嫁の前に責任の明確化と政策見直しをjと訴える賛同署名も、冒頭に提出します。

日時： 12月14日（水）刊：00～13:00
場所： 衆議院第一議員会館 多目的ホール

内容（予定）

1 再生可能エネルギーを選びたい消費者の声

署名提出 「国民への8.3兆円負担転嫁の前に政策転換を」

（都甲公子氏、岡部幸江氏）

関西発の署名活動 （稲岡美奈子氏）

2目「託送料金での回収は適切でない」新電力の声

新電力アンケートの結果（パワーシフト’キャンペーン）

3田原発ゼロの会談話について

4.資源エネルギー庁ヒアリング

（討論者）

大島堅一氏（立命館大学国際関係学部教授、原子力市民委員会座長代理）

竹村英明氏（市民電力連絡会会長、 EGパワー）

飯田哲也氏（環境エネルギー政策研究所） . . -~ --・-
原発ゼロの会参加国会議員 ほか

司会：吉田明子（国際環境NGOFoE Japan) 

主催 原子力市民委員会、原発ゼロの会、国会エネルギー調査会（準備会）有識者チーム、市

民電力連絡会、 eシフト、パワーシフト・キャンベーン、環境エネルギー政策研究所

後援 全国消費者団体連絡会

連絡先． FoE Japan 03・6909同5983、info:alnower shift.ore: 



嗣

L盤益
1 ）東電lF問題委員会で提示された廃炉・賠償費用「21.5兆円jについて、根

拠が示されていない。根拠を含めた数字の公闘が必要ではないか。

2) r21.5兆円Iがさらに上振れした場合にどうするのか。

3）ベースロード電源市場は全く異なる議論であり、パーターにすべきでない。

2.福島第一原発事故について東京電力の責任問題

1 ）東京電力（経営者、株主、債権者）の責任が問われていない。

2）原賠機構「一般負担金過去分Jを遡って回収することは非合理ではないか。

「3.8兆円」のうち、 2020年以降分2.4兆円を託送料金で回収

3. 「託送料金｜という方法について

（東京電力が責任を取った上でさらに不足する賠償・事故処理費用について）

1 ）原子力事業者が負担するのが原則であり、「託送料金」での回収は原則に反す

る。

小売自由料金（旧一般電気事業者の小売部門）で回収すべき、

国民負担が避けられない場合は、国会での議論を経て税とすべきではないか。

2) 1 F事故処理費用について、「送配電部門の合理化分Jは、託送料金に反映す

べきであり、廃炉費用に充てることは電力自由化の趣旨に反し不適当である

4.原発の費用

1 ）実績値としてみれば、事故費用、廃炉費用を含めれば明らかに「高コスト」で

はないか。政府の試算（モデルプラント方式）は非現実的。

本大島堅一氏の「実績Jに基づいた試算では 13.1円 （資料）



貫徹小霊患の議論の構造量
201露五百語調圃酌i唾良会
皇国豊島豊盟

各WGIにて議論されている各制度の関係と総合的な判断の必要性

＠市場盤偏WG、財務会計WGでそれぞれに検討がなされている制度については、個別の
項目毎ではなく、全体在的撤し1乙検討が必婆ではないかJ負の価値（放射能）は無視

非化右電源比率i2030年44%I , ; __ ~－一一
達成のために原発が必要 j 市場盤儀.WGI売価から非化石価値分を控除ヒ竺括主主計W'-i
一一一τTー＼ てー l＝原発電気自体の価格低減 F蝿輯醐臨時に価格競争力峰保

非化石価値 ＇－：：孟Z三主主？ ' F一一一一二三三＝！と：~三：：：主主
原発需要確保〉 開閉場 f 片？？寸 l ／｛豆塑竺型空臥－－

香取引所取引を通じたT 11，－タ－I I ( 勺

非イ阻価値似里生↓ 寸f否苔的な！街｜ 炉！ζ関する会計制度

詔？時争｜

一般負担金の［過去分j
i 品監査の費鑓書簡の公平性の穂諜｝

容盤メロム←－ill[系線利用JL,-)l, I ¥, 
②既設電源への総昌措置

1F事故費用、廃炉費用を託送料金に転嫁
＝原発電気の価格抑制

貫徹小委資料に原発ゼロの会事務局が加筆



岡言自制定~陥1樹首時酎鵠脚司島知島正当gifi守主主雪畠回開詞l閤！：闘関輔自E醐

廃炉・汚染水（※1) 賠償（※3) 除染 中間貯蔵 合計

2.0兆円 5.4兆円 2.5兆円 1.1兆円 11.0兆円

金額
↓（＋6.0兆円） ↓（＋2.5兆円） ↓（＋1.5兆円） ↓（＋口冒5兆円） ↓（＋10.5兆円）
8圃O兆円 7圃9兆円 4圃O兆円 1.6兆円 21.5兆円

交付国債枠： 9兆円 ーう 13.5兆円

2兆円 2.7兆円 2.5兆円 7司Z兆円

東電
↓（＋6司1円） ↓（＋1冒2兆円） ↓（＋1.5兆円） ↓（＋8.7兆円）
8兆円 .3.9兆円 4.0兆円 15.9兆円以6)
（管理型積立金を想定） ｛株式売却益在想定出5)

4・・・・...咽咽・4・・4・...・4・・咽・・a・a・・a・・...・ ーーー・－－－－－－ー－－ーー－－－圃園開問司ー，・ーーー副岨岨・・伺．伺司司4ー国国岨－－・・・．．伺・四・司曹司司－－－－－・・・・司司’圃｝山．幽・一一一一一－一一一一－－・・一． 骨司・ーー－－－・・’ーーーーー園開a，ーーーー圃岨白岨・・・・伺匹
2.7兆円 2.7兆円

大手電力 ↓（＋1.0兆円） ↓（＋1.0兆円）
3.7兆円 3開7兆円

..咽．，咽..... ・.....・...........唱．．．．‘・ 一一｛｝一一一一一ーー～ー－－－－一 －－帽．．伺司e・ーーーーーーーーー－－幽・ー・開’－－－－－－－－d 押 ー－－－－－－－－ー．．輔胃・ーーーーー圃値凶闘胃・司ーーーーー． 一一ー一一一一ー一一一－一一一一一． ........咽・F，，町酔唱．．町r・.咽咽’..咽・・.・4・.・..・・・..，町酔唱＂＂園田‘ ........ 

新電力 0.24ヨち円以4) 。罵24兆円
4・4・・..曹司”e・b・・4・aa・...・..・a・・....ーーー・－－－・ーーー－ーーー園田ーー唱－－－ーーーー・圃－－－・ーーーーーーーー－ーー・－－－骨骨司岡崎司司ーー－－－－－－－ーーーーートーー－－柑骨司司－－－－－－－－値目｝ーー－－－－－ー司伺骨ト－－－－回一ー一－－－－－－－－胃－－－－一ーーーー一ー 喧喧喧，咽咽・a，圃可・・，，・a..・・..・・・・・＋．，咽．．． •....• a曹司・＋・...咽・..・．，咽

1.1兆円 1.1兆円

国 （研究（開※発2)支援） （株式売却益）
t (+0.5兆円） ↓（＋0.5兆円）
1.6兆円 1.6兆円
（エネルギー予算在想定）

（※1）第6回東京電力改革・ lF問題委員会において公表された f有識者ヒアリンク結果報告jを引用したちの．経済産業省として評価した奇
のではないごとに留意。i※2l鵬、廃炉の研究開発に、平成28年度補正予算までの累計0.2兆円がある固
※3）原賠機構法による負担金la:，各事業者が事故への備えとして納付しているちのであるが、現状では、 lF事故賠償に係る資金に充てられ
ている．これを前提とした上で、上記の金額は、上段については2013年度、下段については2015年度と同条件で負担金が設定されると
仮定した試算値であり、毎年度の負担金は原占茸機構において原賠機構法に基づき決定される。

（※4）託送で回収する総額は、原賠機構法施行の前年度（2010年度）までのちのについて算定し、回収力始まる2020年前の2019年度末時点
までに納付することが見込まれる一般負担金を控除した飽L丑巡回。その上で新電力のシェア10%と想定して試算した額。 40年回収とす
れば主題盟箆目。 （託送料金0.07円／kWh相当＝ー血轟家庭で1日円／月）

※6l別途i芸品店＝！民金で除染を実施する0.2兆円分（原醐償法に基づく補償金相当）拘る。j※5 不一 一 こは、負担金の円滑な涯済の在り方について検討する。

件前日車草電力改,f.1 下開通.4'長令弟 6θ 「券~査料」

Ii '!C iCi<i ii f!¥t：三后：）＜｝川＜ux：滴碍言及鵠：義単純対応；君主主三：：：：：：／＇i,<t.三rt'N!¥'i:Ci sitiln 
確保すべき資金の額・要因

1 F廃炉le現状2当1S→B兆） 監畠 I c現状5.4~1S→7,gj[S) 除染 I＜現状2.5兆→4.0兆） 中間貯蔵I<現状1.1兆→1.6兆）
争燃料デブリ取り出しに当 φ商工業、農林漁業に関す ＠需給のひっ迫による労務 ＠輸送時の安全対策や施設
たって確保すべき資金につ る営業損害・風評被害の 費や資材費の上昇 の仕様等の検討状況を踏
いて過去の事例を参考に 収束の遅れ ＋現場の状況を踏まえた了 まえた資金の増加
した有識者試算による φ帰還・移住のための住居 寧な除染の実施による除

確保lζ係る費用の賠償等 、染対象物の追加
の新たな賠償項目の追加 ＠仮置場撤去時などの廃棄

物発生量の増加

対応の原殿｜
『『吋幡町現時現穏翠露慈宮古3向田一

東電改革による資金確保が原則

2016年～

東電改革を前提とした国の措置あわせて復興の加速化・充実を図るため、事業の効率化等を進める

＜廃炉＞ ＜賠償＞ ＜除染＞ ＜中間貯蔵＞

措置① ． l語置③ :I措置④ ｜｜措置⑤
・廃炉に関する資金を確保し廃炉｜：・事故対応への準備不足分；｜・東電改革によ II ・国費（エネルギー
事業を安定実施するため、「管理｜｜ について、全需要家から公平：1 る東京電力株 ｜｜ 特会）で対応
型積立金制度Jを創設 1: に回収する仕組み :I の売却益拡大
措置② 1: :I で対応
・送配電事業合理化努力分を事
故廃炉事業1；：：優先的に充当

※その他、原発依存度低減、廃炉の円滑な実施のため、
託送の仕組みを利用して全需要家から回収する措置を行い、廃炉に関す否会計制度を維持する。



検討の背景
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福島事故前に確保されておく
パきであった賠償への備え

2016 
（全面白由化）

2011 
（機構法成立） 1 
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約1,600億円
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※四捨五入の関隔で小数点以下力唱1わないことがある
長頼醸方頼主よ

機構法施行以前の累積設備容量 一 （一白
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2011 2020 

主，c,
4 】白山町民詰日2 ＝＂＂＝＝山一一丘二

ホ2015年度と同条件で負担金が設定されると仮定
料四捨五入の関係で小数点以下が揃わない

託送回収分

福島事故前lζ確涙されておく
べきであった賠償ハの備え （機構法成立） （託送回収開始） 11 

主霊磁極

新制度導入時単年度総額（想定）※寵君？季語忠義吉過去分（新電力）

＊一般負担金の額は、 2015年度と同条件で負担金が設定され
ると仮定した討鼻値であり、毎年度の負担金は原賠機構に
おいて原暗機構法に基づき決定される。

過去分（大手電力）

540億円

60｛意円

託送料金への上乗せ額はkWh当たり7銭、
標準家庭では月平均18円に相当。

2 


